
はじめに

国連海洋法条約（以下、「海洋法条約」）は、第15部において海洋法条約の解釈・適用に関す

る紛争について原則として義務的な解決手続を定める。海洋法条約の発効から20年強が経

ち、紛争解決の事例も徐々に増大してきた。国際社会における法の支配の観点から、海洋法

条約の紛争解決手続とその実践についてはどのように評価できるだろうか。本稿は、海洋法

にかかわる紛争の解決について、第1に、海洋法条約の仕組みを概観したうえで、海洋紛争に

おける手続の選択の実際を確認する。既存の常設の裁判所、仲裁裁判、調停といった手続は

どのように選択され、どのように紛争解決に結びつくのだろうか。第2に、以上の検討の具

体例として、日本との関係では、近隣諸国との関係で海洋に関する懸案を裁判に訴えて解決

する選択肢は現実的か、あるいは望ましいかが問われよう。本稿は、以上の2つの角度から、

海洋法条約が用意した紛争解決の仕組みとその意義および限界を改めて検討するものである。

1 海洋紛争解決の法的枠組み

（1） 海洋法条約第15部の規定

海洋法条約第15部は、同条約の解釈・適用をめぐる紛争の解決について以下のように定め

る。すなわち、紛争当事国は紛争解決に向けた意見交換等を行なうことを求められるが（第

1節）、それでも紛争が解決されない場合は、一方当事国の付託によって原則として裁判が開

始されうる（第2節）。一方的付託に基づく義務的な裁判手続が導入されたのは、一方では、

第3次海洋法会議におけるさまざまな利害調整と妥協を経てパッケージ・ディールとして成

立した条約内容が、国家の一方的な行動によって害されることがないようにある種の保障を

設ける必要性が認識されたからであり、他方では、詳細な内容に合意できなかった規定につ

いて紛争解決手続を通じた後の発展が期待されたからであるという（1）。裁判所は、海洋法条

約および同条約に反しない国際法の他の規則を適用して裁判を行ない（第293条）、判決は当

事国を拘束する（第296条）。もっとも、具体的にいずれの裁判所に紛争解決の任務を負わせ

るべきかをめぐって、国家間の見解の相違が解消されなかったため、海洋法条約は複数のフ

ォーラムを挙げている（2）。具体的には、海洋法条約当事国は、国際海洋法裁判所（以下、

「ITLOS」）、国際司法裁判所（以下、「ICJ」）、同条約附属書VIIによって組織される仲裁裁判所

（以下、「附属書VII仲裁」）、または同附属書VIIIに規定する種類の紛争のために組織される特
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別仲裁裁判所（以下、「附属書VIII仲裁」）の4つの裁判所から紛争解決フォーラムをあらかじ

め選択することができ（いずれの裁判所も選択しない国家は、附属書VII仲裁を選択したものとみ

なされ）、両当事国が選択する裁判所が一致する場合には当該裁判所が、一致しない場合には

附属書VII仲裁が裁判を実施することとされた（第287条）。

ただし、こうした義務的な裁判の実施に対しては第3節で例外が設けられている。第1に、

排他的経済水域（以下、「EEZ」）における漁獲や科学的調査に対して条約上認められている沿

岸国の裁量権行使に関する紛争については、第2節の義務的手続が適用されない（第297条）。

第2に、第298条1は、（a）海洋の境界画定または歴史的湾若しくは歴史的権原に関する紛争、

（b）軍事的活動または第297条によって裁判所の管轄権から除外される漁獲・科学的調査等に

対する法執行活動に関する紛争、（c）国際連合安全保障理事会（以下、「安保理」）が任務遂行

中の紛争、といった一定の類型の紛争について、義務的手続からの除外を書面によって宣言

した国に対しては裁判管轄権が及ばない旨を定める。海洋法条約をめぐるあらゆる紛争につ

いて義務的な裁判の必要性を主張する国と、逆にすべての場合について当事国の合意を要求

する国の間の妥協として、上記の例外事項を設ける代わりに第2節の義務的手続が合意され

たためである（3）。なお、適用制限または選択的除外によって裁判手続の対象とならないこれ

らの紛争の一部については、後述のように、一方当事国の訴えによって附属書V第2節に定

める強制調停に付すことができる。

（2） 第287条下における裁判所の選択

上記のように、第287条の下で条約当事国は自らが関係する紛争を付託する裁判所をあら

かじめ選択することができる。2017年8月末現在、168の海洋法条約当事国のうち、ITLOSを

選択する国が10ヵ国、ICJを選択する国が6ヵ国、ITLOSおよびICJを選択する国が12ヵ国と、

常設の裁判所を選択する国は合計28ヵ国である（4）。また、6ヵ国は、常設の裁判所を選択し

つつ、特定類型の事案についてのみ附属書VIII仲裁を選択する（5）。これに対して、ITLOS、附

属書VII仲裁（チュニジア）やITLOS、附属書VII仲裁、ICJ（ドイツ）の順での選択、4裁判所

すべての選択（ポルトガル、東ティモール）のように、常設裁判所と仲裁の双方を選択する国、

あるいは附属書VII仲裁（エジプト、スロベニア）や附属書VIIおよび附属書VIII仲裁の双方を

指定する国（ベラルーシ、ロシア、ウクライナ）は少数であり、意図的に選択を行なっている

国家の多くは既存の常設の裁判所を志向する傾向にある。この点について、イタリアおよび

ベルギーは、裁判所選択宣言に際して、組織的継続性を有する常設の裁判所がもつ信頼性に

言及している。

最も多いのは、何らの選択宣言も行なわず、したがってデフォルトとして附属書VII仲裁

を選択していることとなる125ヵ国であるが、これらの国が積極的な意図をもって附属書VII

仲裁を選択しているのか否かについては不明である。いずれにせよ、これらの国々を一方当

事国とする紛争や、同一の手続を選択していない国々の間の紛争は附属書VII仲裁で処理さ

れることになるため、第287条の構造上、附属書VII仲裁が管轄する事案が多数を占めること

が本来は自然であろう。では、実際はどうなのだろうか。2017年8月末までに、海洋法条約

第15部に基づいて ICJや附属書VIII仲裁に付託された事案は存在しないが、ITLOSには合計
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24件の事件―そのうち、拿捕船舶の速やかな釈放手続が9件、附属書VII仲裁設置までの暫

定措置の要請が6件、勧告的意見が2件を占める―が付託されている。本案については7件

が提起されているが、これらのなかには、当初は附属書VII仲裁に提起された紛争が両当事

国の合意によってその処理フォーラムを ITLOSに変更した5件の例が含まれる（6）。他方、同

期間に附属書VII仲裁には11件の事件が提起されている（7）。こうした現状からは、第287条の

構造にもかかわらず、実際には、約20年間の実績において附属書VII仲裁が選択される案件

が突出して多いわけではないことに気づかされる。

すでに分担金として支払い済みの運営費用で利用しうる ICJやITLOSに比して、附属書VII

仲裁の設置・運用には新たな支出が伴う。仲裁裁判官選定等の手続を経る必要があることを

考えれば、例えばITLOSと比較して裁判の実施は必ずしも迅速とも言えない。海洋法条約を

離れてアドホックに組織される仲裁の場合には、後述するように裁判官や手続等と並んで適

用法規についても付託合意によって指定しうるため、事案によっては厳密な法の解釈・適用

にとどまらず、国家間の懸案をより柔軟に処理することも可能だが、海洋法条約第293条に

おいて、附属書VII仲裁は、ITLOSやICJと同様に海洋法条約および同条約に反しない国際法

の他の規則の適用を義務づけられている。それでも仲裁手続をあえて選択する理由があると

すれば、裁判官の選任を自由に行ないうる点くらいだが、実際には裁判官に合意できない、

あるいは一方当事国が管轄権を争い指名を行なわないケースも多く、ITLOS裁判長による仲

裁裁判官の指名が行なわれる。この場合、現職やかつてのITLOS裁判官が選任されることが

多く、具体的な裁判官という観点からも常設裁判所と附属書VII仲裁はさほど変わらない。

仲裁利用に特筆すべき利点がないのであれば、組織的な継続性を有し、その判断に一定程

度の予見可能性が見込まれる常設の裁判所が選好されることも合理的であろう（8）。また、国

内的な説明の観点からも、支出の合理性に加えて、国際的に信頼を得ている常設裁判所の判

断であれば、仮に自国に不利な判決であっても服すべきことを説明しやすい。第298条の下

で、附属書VII仲裁に対象を特定して選択的除外宣言を行なう例がみられることからも（9）、と

りわけ境界画定等の政治的に機微な紛争について、第三者による拘束的判断に同意する以上

は、既存の常設裁判所による審理を選好するとの国家の意図がみてとれよう。

（3） 海洋法条約の手続以外による海洋紛争解決

他方で、海洋紛争の解決という観点からは、海洋法条約上の手続を避ける選択肢が採られ

ることもある。主として海洋境界紛争等について、海洋法条約第15部ではなく、強制管轄権

受諾宣言やアドホックな付託合意を基礎として ICJで海洋紛争が扱われる例は多い。陸地の

領有や境界の問題を含めて紛争の全体的な解決を目指す場合に、海洋法条約上の紛争解決手

続においてそれら海洋法条約の埒外の問題を含むいわゆる「混合請求（mixed claim）」に対し

て管轄権が成立するかが不明確なことがその一因である（10）。紛争の全体を一括して解決する

ことを考慮して、管轄対象が限定されている海洋法条約上の手続を回避する例である。

また、前述のように、第15部第2節の義務的裁判手続においては、海洋法条約および同条

約に反しない国際法の他の規則が適用法規とされるが、地形や資源の所在等の個別の事情に

照らして、法的判断のみでは両当事国にとって納得しうる解決が得られないことが予想され
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る場合には、より幅広い基準に基づく判断を確保するために独自の手続に訴えることが模索

される。海洋法条約発効前の調停の例であるが、アイスランドとノルウェー（ヤンマイエン

島）の間で行なわれた調停が多様な法的・事実的要因に考慮を払って共同開発方式を勧告し、

紛争解決を導いた例は著名である（11）。

近年においても、2009年、クロアチアとスロベニアが、海洋法条約第15部の手続を利用せ

ず、アドホックな付託合意を締結して両国間の海洋紛争を仲裁裁判所に付託している。付託

合意第4条において、仲裁裁判所は、（a）両国間の海洋および陸の境界画定については国際法

の規則および原則を、（b）スロベニアから公海へのアクセスおよび関係海域の使用レジームに

ついては、関連事情を考慮に入れて公平かつ公正な解決（a fair and just result）を達成するため

に、国際法、衡平および善隣関係の原則（international law, equity and the principle of good neigh-

bourly relations）を適用することとされている。関係地形上、境界画定を行なえば、スロベニ

ア領海はすべてイタリアもしくはクロアチアの領海と接することが予想され、実際、上記の

第4条（a）により国際法に基づいて行なわれた境界画定の結果、スロベニアは他国領海を通過

しなければ公海に出ることができないこととなった。裁判所は、第4条（b）に照らして当事国

の死活的利益を考慮する必要があるとして（12）、①スロベニア領海から公海へのアクセスを確

保するために、隣国クロアチア領海内に幅2.5カイリの「アクセス海域」を設定し（13）、②同

海域において、EEZにおいて他国に認められるような航行・上空飛行・海底ケーブル等の敷

設等の自由をあらゆる船舶および航空機に対して認める旨を判示した（14）。

クロアチアは、当該仲裁判断は拘束力を欠くため、同国は判断を履行しないとの声明を発

表しているが（15）、仲裁無効の申し立ては仲裁手続に瑕疵があったことを理由に2015年段階か

ら同国が主張しているもので（16）、仲裁判断を受けて示されたものではない。少なくとも当初

の段階では、厳密な法的判断の枠を超えて両国間に衡平な解決を達成するための工夫を求め

て付託合意が起草されたと言える。

もっとも、海洋秩序は第三国による海洋利用が関係し公共的側面を有するため、紛争当事

国間の合意によって裁判準則を実定法規則の外に広げる場合においても、裁判所は完全に自

由な決定を下せるわけではない。海洋法条約は、当事国が同条約の基本原則の適用を害する

ような合意を締結することを禁じており（第311条3）、上記仲裁も、「アクセス海域」に関す

る判示が海洋法条約の基本原則を逸脱しないことを確認している（17）。その意味において、海

洋法の基本原則の枠内にとどまりつつ、しかし事案に応じて柔軟な解決を模索しうる点が、

海洋法条約第15部を離れた手続を利用することの利点である。すなわち、少なくとも海洋法

条約当事国間における海洋紛争の判断は、たとえそれが適用法規を実定国際法規則に限らな

い仲裁や調停に付されたとしても、海洋法の基本原則の枠内で個別の地形や利害関係の特殊

性に配慮したものにとどまるのであって、法的判断を離れた政治的決定として完全に個別事

案に特化して下されるものではない。

2 日本と海洋法紛争の解決

以上のような海洋紛争の解決の国際的枠組みとその傾向に照らして、日本が隣国との間に
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抱える紛争についてはどのような解決の可能性があるだろうか。

（1） 選択的除外宣言と裁判付託可能性

東シナ海の日中両国の大陸棚・EEZの境界未画定海域においては、中国が14基のプラット

フォームを建設し開発活動に着手していることが報道されている。こうした中国の活動につ

いて、海洋法条約第83条3が未画定海域において関係国に求める自制義務違反であるとして、

同条約上の紛争解決手続に訴えるべきであるとする議論があるが、提訴は可能だろうか。ま

た、紛争の解決につながるだろうか。

海洋法条約第83条1は、大陸棚の境界画定について、「衡平な解決を達成するために〔……〕

国際法に基づいて合意により行なう」と定める。合理的期間内に合意が達せられない場合に

は、第15部の手続に付すことができ（第83条2）、また、画定までの間、関係国は、「理解及

び協力の精神により、実際的な性質を有する暫定的な取極を締結するため及びそのような過

渡的期間において最終的な合意への到達を危うくし又は妨げないために」あらゆる努力を払

う義務を負う（同3）。しかし、中国は2006年に、「海洋の境界画定に関する〔……〕第74条

及び第83条の規定の解釈若しくは適用に関する紛争」（第298条1（a）（i））を含め、第298条1

（a）―（c）に定めるすべての類型の紛争について義務的裁判を否定する選択的除外宣言を行な

っており、日中間の境界画定については裁判に付しえないことになる。問題の焦点は、中国

の上記宣言にもかかわらず、境界画定前の係争海域における行動をめぐる紛争―とりわけ、

最終合意到達を阻害しない義務（自制義務）の中国による違反―について、なお提訴が可

能かである。

この点については、第74条1および第83条1（境界画定）をめぐる紛争は除外宣言の対象で

ある「海洋の境界画定に関する第74条及び第83条の規定の解釈又は適用に関する紛争」に該

当するが、第74条3および第83条3（画定前の係争海域における行動）をめぐる紛争は該当し

ないという立論がありえよう。第298条1（a）の選択的除外は、境界画定は、国家の管轄権が

及ぶ海域の範囲を確定するという点で政治的・経済的な重要性を帯びるため、交渉と合意に

よってのみ決定すべきであるという一部の国家の主張に配慮して入れられた（18）。これに対し

て、未画定海域における関係国の行動を規律する第74条3および第83条3は、画定の基準や

方法を定めたものではなく、選択的除外が認められた上記の理由が直接には妥当しないから

である（19）。

（2） 自制義務の範囲

しかし、境界画定問題に一切触れずに自制義務に関する請求内容を構成しようとすれば、

日中両国による権原主張が重複する海域の全体を自制義務の対象海域とせざるをえないが、

中国が自然延長論に基づいて主張する沖縄トラフまでの海域についても自制義務の対象と認

めることは日本にとっては受け容れ難いだろう。また、海洋法条約第76条1によって、基線

から200カイリまでについては、沿岸からの距離が大陸棚に対する主権的権利の根拠となっ

たことから、向かい合う国の間の距離が400カイリを超えない場合には、200カイリを超えて

大陸棚の権原は存在しないとして、日中の大陸棚に対する権原が重複する範囲はそれぞれの

沿岸から200カイリまでであると解したところで、東シナ海の大半は重複海域となる。沿岸
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部に近い場所も含め、権原が重複する海域全体に対して自制義務を主張できるのだろうか。

また、そのような主張をすることが妥当なのだろうか。

自制義務の範囲については、近年の2つの判断が参考となる。ガイアナ対スリナム事件判

決（2007年）において、附属書VII仲裁は、海洋法条約第74条3および第83条3は、平和友好

関係の強化と紛争の平和的解決という条約目的の重要な一側面をなすものの、係争海域にお

いてあらゆる活動を禁止する趣旨ではなく、境界画定合意の達成を危うくする効果をもたな

い活動は同条の下で許容されるとする（20）。裁判所によれば、他方当事国の権利に恒久的な影

響を与える活動は慎まなければならないが、他方で、画定がしばしば時間を要することに照

らせば、「裁判所はまた、画定がなされるまでの期間に係争海域における両当事国の経済開発

の追求を不可能ならしめないように注意しなければならず」、仲裁判断は「両者の微妙なバラ

ンスを反映しなければならない」。具体的には、音響探査のような海洋環境に物理的変化をも

たらさない活動は許容されるが、ガス田開発のような恒久的な物理変化をもたらす行為は、

画定合意到達を危うくするため禁じられるという（21）。

また、ガーナ対コートジボワール境界画定事件の暫定措置命令（2015年）において、ITLOS

特別裁判部は、係争海域におけるガーナによる探査・開発の中止等を求めるコートジボワー

ルの請求に対して、すでに掘削が行なわれていることに照らせば、既存活動を含めたあらゆ

る開発活動の停止命令は、ガーナが主張する権利を侵害し、同国に「過度の負担（an undue

burden）」を負わせ、また、設備の劣化により海洋環境に深刻な危険をもたらす恐れもあると

指摘する（22）。ITLOSは、コートジボワールの権利を保全するために、新たな掘削を行なわな

いことをガーナに命じたが、すでに着手済みの開発の中止は命ぜられなかった（23）。

本稿の観点から注目すべきは、両判断が、しばしば長期にわたる画定前の期間において係

争海域の経済的開発にも配慮すべきとしている点である。具体的な画定が未だなされていな

いとはいえ、係争海域はいずれかの沿岸当事国に属する大陸棚であり、資源に対する当該国

の主権的権利の行使を必要以上に禁ずることは、鉱物資源の利用を主目的とする大陸棚制度

の趣旨に反するとの考慮がその背景にある。そうした考慮に照らした場合、画定がなされる

際には各沿岸国に帰属する蓋然性が極めて高い沿岸部までも含めて、距岸200カイリの権原

主張が重複する海域のすべてを対象として自制義務を主張することは困難と考えられる。

他方で、境界画定後に自国大陸棚となる可能性のある海域のみに注目し、将来的に境界線

が引かれる蓋然性が高い海域に限定して自制義務を問題にしようとすれば、確定的にではな

いにせよ境界画定を予断する判断が前提となるため、第298条1（a）の除外宣言の効果として

裁判管轄権が否定される可能性がある。仮に「中間線近傍における自制義務」といった抽象

的な表現を用い海域の特定を避けることにより除外宣言の存在をクリアできるとしても、暫

定中間線を海岸線の長さの比率等の関連事情に応じて修正するという、国際判例を通じてほ

ぼ確立した境界画定手法に照らせば、境界線は中間線よりも東側に移動する可能性があり、

日本が主張する自制義務違反による権利侵害の根拠がもっともらしくないと判断される恐れ

もある。境界画定そのものが裁判所によってなされえない状況下で、しかも現状において中

国が中間線の東側では開発行為を行なっていないという事実に照らして、上記のような判断
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が下される可能性がある手続に訴えることは、日本が望む紛争解決に資するとは言えないだ

ろう。第298条の宣言をなしている中国を相手どって義務的裁判手続に訴えることは困難で

あり、また紛争解決にとって必ずしも効果的とも言えないと考えられる。

（3） 強制調停

東シナ海紛争について裁判の利用が現実的ではないとして、海洋法条約上は対応手段がな

いのだろうか。この点については、①海洋法条約の効力発生の後に生じ、②紛争当事者間の

交渉によって合理的な期間内に合意が得られず、③陸地の領有権に関する未解決の紛争につ

いての検討を要しない紛争であれば、海洋法条約附属書V第2節に定める調停に訴えること

が可能である（第298条1（a）（i））。上記①および③の条件に照らせば東シナ海の問題について

調停を利用しうる可能性は大きくはないが（24）、仮に調停が実施されるとして、そのプロセス

や判断は第2節の裁判手続とどのように異なり、どのように評価できるだろうか。

第293条は第15部第2節の手続について海洋法条約および海洋法条約に反しない国際法の

他の規則を適用法規とするが、調停は第1節および第3節に基礎づけられるため同条の対象と

ならず、必ずしも国際法のみに依ることを義務づけられない。多面的な考慮要素を取り入れ、

紛争の事情に照らした柔軟な解決を図る余地をもつ点に調停の積極的意義が求められる（25）。

もっとも、第311条に照らして、海洋法条約の基本原則を害するような解決が許されない

ことは、すでに述べたとおりであり、さらに、附属書V調停委員会は、判断の基礎となる理

由を付した報告書（第298条1（a）（ii））、より具体的には、紛争に関連するすべての事実または

法に関する結論および友好的な解決に資する勧告を記した報告書（附属書V第7条1）の提出

を義務づけられている。また、海洋法条約採択時には合意が得られず、EEZ・大陸棚の境界

画定の具体的な基準や手段は海洋法条約に書き込まれなかったものの、その後の国際判例の

集積によって、現在では、①暫定中間線を、②関連事情に照らして修正したうえで、③海岸

線の長さと大陸棚面積の比率が乖離していないかを確認するといういわゆる「三段階アプロ

ーチ」が広く受け容れられている（26）。事実と法についての評価を明示することを求められる

調停委員会は、こうした状況下において、地形等による特殊事情が存在しない限り、同アプ

ローチに沿った判断を下す可能性があり、その場合、調停は単に法的拘束力を欠く点におい

て裁判と異なるのみで、その判断の内容や論理は実態として裁判と異ならないのではないか

―今日の境界画定について調停は独自の意義をもつのか―という疑問が生じよう。

そうしたなか、2016年、同条に基づいた強制調停が東ティモールによってオーストラリア

を相手どって初めて提起された（27）。5回にわたって開催された調停プロセスのなかで、両国

は、大陸棚の境界画定、Greater Sunriseガス田の法的地位とその開発のためのレジーム、資

源開発の道筋および利益分配の各項目のパッケージからなる合意に達したという（28）。東ティ

モールは元来は義務的裁判手続に提訴を行なう意図を有していたが、オーストラリアによる

第298条の選択的除外宣言を前に提訴を断念し、代わりに調停を提起した。その意味では当

初は単に裁判手続の代替として調停の利用が試みられたと言える。しかし、合意の詳細な内

容は未だ公表されていないものの、上記の項目からみる限り、合意内容には、調停プロセス

を通じた合意形成の建設的側面が現われているように思われる。境界画定にとどまらない合
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意がなされるに至った背景や理由はどこにあるのか、両国間の解決は他の事例において参考

にしうるような一般化に耐える側面をもつのか、今後の検討課題である。

現段階で言えることは、そもそも「衡平な解決」を目標とする境界画定そのものについて

は、画定手段が確立しつつあることや調停も事実と法についての論理を説明する責任を負う

ことに照らして、裁判と調停の性質の差は現われにくい一方で（29）、調停手続は委員会と当事

国の対話のなかで進行するという特質をもつため、三段階アプローチの適用のみでは解決が

達成されない特殊な事情が存在する場合への対応や、画定までの暫定的なレジームの構築と

いった場面においては固有の意義をもつということである。もっとも、とりわけ、そうした

局面において調停が紛争解決を導くためには、調停案そのものの内容の適切さもさることな

がら、調停案作成に向けた紛争当事国の協調姿勢や良好な関係が必要な条件となる（30）。実定

法に基づいた判断であることによって一定の説得性をもつ裁判判決とは異なり、解決に向け

た協力関係という前提が存在しない場合に調停案は効果を発揮し難く、また、そもそも事案

に適した勧告内容の作成は両当事国の利害や事情、妥協点を充分に理解したうえでこそ可能

になるからである。東ティモールとオーストラリアが書類の押収等をめぐって一時は悪化し

た関係を克服して調停合意に達したことや、海洋法条約上の手続ではないが、ベリーズとグ

アテマラの境界紛争の経緯（31）等に照らすと、一定の信頼醸成がなされなければ、仮に調停に

訴えたとしても調停プロセスや調停案が紛争解決を導く基盤は見出し難い（32）。

3 むすびに代えて

海洋法条約は、合意された規定の安定性確保と合意できなかった規定内容の発展を目指し、

裁判手続に消極的な国を含めて義務的裁判の可能性をできる限り確保するために、複雑な紛

争解決手続を設けた。この二十数年の経験は、海洋法条約第15部がそれなりに利用されてい

ることを示している。また、第15部が存在することで、交渉や調停、あるいは海洋法条約外

の仲裁等によって、実定法規則を適用する第15部第2節に基づく解決を避け、事案の具体性

に沿った柔軟な紛争の解決が図られる側面もある。この場合であっても、第15部に基づく調

停は法と事実に関する判断の基礎を示すことが規定上求められ、そこでは結論の合理性が法

規範やその限界を論じつつ、ある程度一般化可能な論理をたどって示されることになる。ま

た、海洋法の公共的側面は、個別合意であっても海洋法の基本原則を害さないことを要求す

るのであって、これらの広い意味において、海洋紛争の解決手続は法の支配の下に置かれて

いる。

他方で、第15部第2節の適用を確保しえなかった紛争類型については、裁判実施の威嚇が

働かないため交渉その他の手段による解決のインセンティブも低い。一般的には、鉱物資源

開発の必要性が高まれば、不安定な係争海域での作業を嫌う民間事業者に配慮して画定ない

し暫定取極締結のインセンティブも高まる。そうした必要性を背景として関係国間の協力関

係が築かれれば、紛争解決プロセスが開始されて、裁判であれ交渉あるいは調停等を通して

であれ、上記のように法的な判断が得られることになろう。しかし、そのような環境が整わ

ない東シナ海については、裁判や調停の実施が形式上は部分的にであれ可能であったとして
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も、それらの手続を通して紛争の実質的な解決がもたらされるとは限らない。紛争解決手続

の効果は―調停等の柔軟性をもつ手続に訴える場合には特に―、当事国の手続への協力

に依存せざるをえないからである。
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